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「イットリウム系超電導電力機器技術開発」（中間評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
地球環境保護の推進、再生可能エネルギーによる発電装置の大量導入、省エ

ネルギーの推進、電力系統の安定化の必要性など社会的要請が強い超電導電力

機器開発において、線材の開発から電力機器の開発まで総合的に取り組んでお

り、超電導線材特性の性能向上、低コスト化を進めながら、その実績を基に応

用機器開発へと迅速に展開し、現在までに開発されている技術の多くが世界的

にもトップレベルなものであることは、高く評価できる。 
また、その製造プロセスや歩留まりなどにも立ち入って開発をメーカと協力

して行い、線材の評価方法など、必要な技術が同時進行しており、全体開発プ

ロジェクトのバランスがとれている。 
但し今後は、これまでのように検討課題全てを等価に推進するのではなく、

より効果的な、産業として日本が世界をリードできる礎となる課題を抽出し、

それを重点的に推進すべきと考える。 
一方、実用化の観点からは、2020 年頃に始まる大規模な電力設備の更新時期

をイットリウム系超電導電力機器が実用化されるチャンスと捉え、それに向け

た現実的な開発を行っていることは理解できるが、単なる機器のリプレースに

なってしまっている。今後、超電導技術がさらに飛躍するためには、超電導技

術が無ければ成り立たないという強いニーズを開拓しなければならないが、こ

の技術は、日本だけで完結すべきものではなく、世界、特に直流送電とスマー

トグリッドの効果の大きい諸国に寄与が大きい。ただ、こうしたプロジェクト

を本プロジェクトだけで対応するのは限界があるため、他の超電導技術開発プ

ロジェクトと連携して進めることが望まれる。 
 
２）今後に対する提言 
海外の動向も十分認識した上で世界のトップレベルの機器開発が達成される

よう研究開発を進めて欲しい。広く社会に開発成果を広めるためには、製品化、

実機化が必要で，普及するためのチームを設置して、開発の方向など出口イメ

ージの協議を進めるべきである。 
また、遠未来の産業応用に向けて、日本が永くリードし続けられるような高

度な技術集積が必要で、ニーズが高く、かつ超電導産業の根幹を担う研究課題
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に対して、研究費を集中させていくべきである。今後、超電導機器の優位性が

発揮でき、超電導でしかできない適用先の調査研究を充実し、研究開発課題・

市場規模を明確化してほしい。 
さらに、インフラの海外進出はこれまで限られた成功例しかないが、超電導

は世界に誇れる技術なので是非とも海外市場で成功したい。2020 年目標を達成

してからの売り込みでは韓国や中国に先を越される懸念が強く、海外市場調査

や売り込みのタイミングや技術要件などマーケティングを視野に入れるべきで

ある。 
 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
エネルギーイノベーションの一分野の技術として超電導利用は大きな期待が

あるが、技術的には、多くの課題があり、研究開発リスクも高く、民間活動の

みでの実施よりも効率的に成果が得られていること、さらに共通基盤的な技術

開発が進められているなど、NEDO の事業として妥当な内容である。 
また、早期に実用機器を開発することにより、世界における当分野の技術先

導性を確保し、「ものつくり」につなげるため、本事業の目的は妥当と考える。 
一方、世界が必要とするエネルギー技術の超電導技術でトップである日本が

その責任を果たす意味でも海外展開の検討が必要である。再生可能エネルギー

とのグローバルなネットワーク化なども夢物語では無く、ITER（国際熱核融合

実験炉）などのような国際協力を視野に入れて、本事業の波及効果の検討・調

査を引き続き充実して進めてほしい。 
 
２）研究開発マネジメントについて 
社会的要請やこれまでの技術開発経緯を踏まえ、研究開発目標を設定してい

るとともに、電力送配電設備の更改時期を踏まえた着実な需要を見据え、技術

開発スケジュールを策定している。さらに研究開発の到達度についてはコスト

を含めた指標を導入し、実用化への到達度を定量化している。また、従来の線

材開発に絞ったサイエンスよりの開発体制から、一歩進めて製品化の出口を見

据えて標準化やロス低減、高密度化など技術開発がなされており、産・学・官

の協力体制がしかれ、PL の強いリーダーシップのもと適切にマネジメントが実

施されている。 
一方、この 3 年間の研究費配分をみると、課題ごと、年度ごとのメリハリが

なく、重点的に研究開発すべき項目には予算的な措置を強化するなど、もっと

ダイナミックな予算配分を行っても良い。 
さらに、国際的な情勢や競合技術の動向は、刻々と変化しており、今後、そ
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れらに合わせた目標の修正・課題の絞り込みを行う柔軟な対応が必要である。 
 
３）研究開発成果について 
世界初、世界最高の特性が各要素技術において達成され、すべての研究開発

中間目標について達成済または今年度内達成見込みであり、順調に進捗してい

ると評価できる。また、達成された中間目標の成果は最終目標に十分繋がるも

のであることから、最終目標の達成可能性はかなり高いと判断できる。 
しかし、線材の量産化・歩留まり改善と低コスト化の実現と、剥離の課題解

決が最も肝要であり、これらが達成できないと機器開発は空転する。 
また、中間レベルであることから特許数が少ないことは仕方ないが、特許マ

ップを作成し、重点分野の抽出など特許戦略についてもう少し明確にすべきで

ある。主要技術については周辺、関連特許を合わせて海外出願するなどにより、

実用機器製造時における我が国の技術優位性を確保する必要がある。 
さらに、成果の普及に関して、折角開発された技術を埋もらせることのない

よう、一般への超電導技術の啓蒙活動をもう少し強化すべきであり、またシー

ムレスに技術移管が民間になされるようなシステムを構築して頂きたい。 
 
４）実用化、事業化の見通しについて 
実用化に向け産業技術として適用の可能性、適用までの解決すべき課題と解

決の指針は明確にされている。本プロジェクト後半には重電機器メーカの参画

が予定されていることから、本プロジェクトの成果の実用化可能性は期待でき

る。高温超電導を応用した機器が実用化されれば、地球環境に及ぼす効果は極

めて大といえ、技術的、社会的波及効果は大きい。 
一方、実用化、事業化を達成するには、一層のコスト低減に対する開発が必

要である。特に既存設備の更改を行うためには、コスト、信頼性などについて

の既存技術との競争が激烈であることは容易に推察されるため、超電導の応用

が圧倒的に有利なストーリーが描かれているべきである。 
これが無ければ成り立たないといった強いニーズ、競合技術との比較検討、

波及効果等について、コストや信頼性も含めて今後更なる市場調査が必要であ

る。 
 
 
 
 
 



 

個別テーマに関する評価 

 研究開発成果について 実用化、事業化の見通しについての評価及び今後の提言 
超電導電力貯蔵

システム（ＳＭＥ

Ｓ）の研究開発 

2GJ 級高磁界大電流コンパクトコイル開発、高

効率伝導冷却技術、システム開発や線材開発など

設定した中間目標を達成し、実用化目標に向け順

調に進んでおり、他のエネルギー貯蔵機器とのコ

スト比較についても十分な検討がなされている。

また、フープ応力耐性と伝導冷却イットリウム系

コイル外径は世界最高であり、新たなクエンチ保

護法も世界に先駆けて開発されているなど、成果

の意義も大きい。 
しかし、今のところ、プロトタイプの短いコイ

ルを製作し強度や通電特性を評価している段階

であり、実際に大型のコイル試作まで行わない

と、磁場中での繰り返し通電の課題や接続部の構

成の最適方法などはっきりできない。さらに、ジ

ョイント部の問題、線材の剥離、線材を分割した

際の特性評価が必要であり、線材で長物ができず

に継ぎ接ぎになる場合に関して、早急に見直しを

含めた機器設計を行う必要がある。 
また、系統安定化のための機器として、電池な

ど他選択肢とのコスト競争力が強調されている

SMESに対する市場ニーズは種々存在すると考えられ

ることから、十分な低コスト化が図られれば実用化可能

であり、一層のコスト低減技術の開発強化が必要である。 
電池、フライホイールと競合する容量では超電導瞬低

対策装置の市場化は無理であり、更なる市場ニーズ調査

を進めるべきである。コスト面に優れていても熱維持の

必要な NAS や、応答性に優れていても大型化に限度の

あるキャパシタに比べると、SMES には規模の経済性が

期待され、その点を活かせる大型化 SMES の開発（都心

での大規模な電力平準化装置等）も視野に入れるべきで

ある。 
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が、応答特性や NAS（ナトリウム・硫黄電池）

と比較しての維持エネルギーの小ささや安定性

など、SMES のメリットの強調が必要である。 
超電導電力ケー

ブルの研究開発 
大電流ケーブル、高電圧ケーブルともに設定し

た中間目標を達成しており、成果は世界トップレ

ベルである。大電流ケーブルは RABiTS-PLD（配

向金属基板―パルスレーザ蒸着）と高電圧ケーブ

ルは IBAD-MOD（イオンビームアシスト蒸着―

有機金属熱分解）の同時開発や検査方法の開発な

ど数値に表しにくい課題についても目標を達成

するなど、高く評価できる。 
先行しているビスマス系線材では数百 m 級の

ケーブル実証試験が世界各地で行われているの

に対し、本事業では短尺の 15 m 級試験にしかす

ぎない。しかし、さらなる大容量ケーブル開発に

向け、重要な要素技術となる大電流化、高電圧化、

コンパクト化、低交流損失などの点で世界最高性

能の技術開発を行っており、今後は、温度変動に

伴う輸送特性変化など、Tc（転移温度）が運転温

度に近いイットリウム系導体特有の課題を調査

し、ケーブル運転条件の適正範囲を明らかにする

ような展開が望まれる。 

66kV 大電流ケーブルおよび 275kV 高電圧ケーブルと

もに既存ケーブルの増強や老朽ケーブルの更改などの需

要を明確にするとともに、既存管路設備に設置可能なコ

ンパクト化を十分考慮した開発を行っている。限られた

地下スペースで、大容量送電を行うには、超電導ケーブ

ルが有効であり、超電導ケーブルの需要は東京など大都

市に経済的に成り立つと考えられるので、実用化が期待

される。 
一方、引っ張り、曲げ以外の強度面で不安があるイッ

トリウム系線材だけに、接合部の耐久性の評価が長尺ケ

ーブル開発には重要である。今後、通電量変動、温度変

動に対するケーブルの耐久性、液体窒素中での絶縁物の

経年変化など調べるのが望ましい。 
また、本技術の市場は広く海外に広がるべきものであ

り、海外市場をにらんだ開発課題を明確にする必要があ

る。たとえば、直流送電ケーブルは原理的には交流送電

ケーブルよりも単純であるが、より高電圧が要求される

ので、直ちに対応ができるよう戦略的な体制を作るべき

である。 
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超電導変圧器の

研究開発 
電流分担を均等化できる巻線技術や限流機能

付き変圧器の見通しなど世界初の成果が含まれ、

設定した中間目標を達成していると判断できる。

コイル素線間の電流分担の均等化の成果は評価

できるとともに、特に従来品の単なる置き換えで

はなく、限流効果等の付加価値・波及効果にまで

言及している点は、高性能化という観点からも評

価できる。 
しかし、変圧器の性能は既に十分高く、超電導

化によるメリットとして重量 1/2、面積 2/3 とい

うコンパクトネスを前面に押し出すのみではリ

プレース需要は難しいため、変電所新設の繰延べ

効果や限流機能付加に伴う短絡容量対策代替効

果等についても、さらに論理的に説明していく必

要がある。 
また、既存変圧器とのコスト比較や特性比較等

でのメリットについて、引き続き検討を充実さ

せ、できるだけ早期に条件を整理し、超電導変圧

器の優位性を更にアピールする必要がある。 

超電導変圧器は、既存の油入変圧器の更改需要があり、

不燃化、省エネ、小型軽量化などのニーズに応えられる

可能性が大きい。実用化に向けた明確な課題設定とモデ

ル検証を通した効果的なアプローチがなされ、実用的な

スケールの変圧器に対する適当な課題の抽出、検討項目

の選定も行われている。 
一方、限流効果、不燃、下位系統の機器設計が格段に

楽になる等の超電導化による付加価値、波及効果にもっ

と積極的に言及するなど、超電導変圧器の実用化による

ユーザーメリットを明確にし、ニーズを掘り起こす必要

がある。 
また、既存技術も極めて高いレベルにあるため、コン

パクトネスだけでなく、高信頼性をアピールできるよう

にすべきと考える。 
 

 
 
 

超電導機器用線

材の研究開発 
線材開発は各機器の基盤的技術であり、各機器

の実用化に重要な位置づけを担っている。必要な

線材特性の抽出と検査の実行、また磁場中特性、

低交流損失や低コスト化など設定した中間目標

様々な超電導応用機器を実用化する上で、個々機器の

要求に応じた具体的かつ明確な線材開発の目標設定がな

され、成果が着実に上がっているとともに、各線材メー

カにおける戦略と結び付けられており、実用化が大いに
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を達成している。特に、磁場中での世界トップレ

ベルの性能、更なる低コスト化の達成、さらにケ

ーブル製作・運転条件における具体的な環境性能

課題の抽出を行い、その試験項目を明確化にする

とともに劣化が無いことを確認した点は実用化

を進める上で高く評価できる。 
さらに、線材用途ごとの技術課題の棲み分けは

好ましい戦略であり、長さ、量産性を強化し、日

本がイットリウム系線材をリードできる素地を

作ってほしい。 
一方、線材は機器開発と異なり多くのノウハウ

や科学的技術を押し込められるもので、一度優位

性を確保し発展を続け始めれば他国の技術の追

従は容易でないので、本事業では研究予算の配分

増によって重点的にこれを推進することが望ま

しい。 
また、線長のチャンピオンデータを追うよりも

電流密度や信頼性をあげることで結果的に低コ

スト化を実現するという方針に誤りはないもの

の、機器開発や送電線への実装という点で、本機

器用線材の研究開発は、SMES、変圧器及びケー

ブル開発と引き続き密接に連携し、これまでやや

アピール力に欠ける点を解消することが望まれ

期待できる。イットリウム系線材実用化は、ビスマス系

線材が不得意な高温磁場発生応用、低交流損失応用の点

で強く期待されている。 
一方、線材の低コスト化は機器実用化に対して極めて

大きな意味を持つので、プロセスの改善以外にも、引き

続き材料工学的な観点から性能向上に取り組むことが重

要である。高性能線材の開発とともに、生産速度、高歩

留まり化も並行しての開発検討の強化が望まれる。 
なお、臨界電流特性の改善による実用可能な条件の拡

大とともに、信頼性の獲得、生産性の向上が急務である。

特に信頼性に関わる剥離問題の解決はイットリウム系線

材普及の命運を握っており、温度や電磁力が変化する運

転時においても支障がないことが保証できるデータの提

示が望まれる。 
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る。また、線材の早期の実用化・事業化を進める

ことも望まれる。 
超電導電力機器

の適用技術標準

化 

超電導技術は日本が先導的であるため日本発

の標準化が強く望まれる中、国際合意形成のため

の素案作成、意見交換などを着実に行い、世界主

要各国と着実に調整を進め成果を上げている点

は評価できる。特に、日本が標準化のイニシアチ

ブを取れる体制作りの経過は評価できる。 
一方、標準化にあたっては各国・各地域のレベ

ルの違いによって認識が異なり、現時点での集約

が困難であることが予想される。完全な標準化に

至らなくても、重要な項目を抽出し部分的に標準

化手法の確立を図るといった柔軟性も必要であ

る。 
また、長期にわたって継続しなければならない

ので、長期間携わって頂けそうな大学の若い先生

方をもっと活用すべきである。 

超電導技術は日本が世界を先導する開発分野であり、

超電導線材、超電導ケーブルについて国際標準化に必要

な素案を作成し各国と密接に連携し、交渉は順調に進ん

でいる。この時期に国際規格化や標準整備に着手するこ

とは適切である。 
国際交渉はタフな仕事であり、簡単に進捗するもので

はないが、技術的に先行し世界をリードすることは、日

本がリーダーシップをとるために重要と考える。今後と

も積極的に開発成果をアピールし、標準化へ向けて努力

を強化していただきたい。 
 
 
 



 

評点結果〔プロジェクト全体〕 

1.7 

2.3 

2.3 

2.6 

0.0 1.0 2.0 3.0 

 
評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.6 A A A B C A A
２．研究開発マネジメントについて 2.3 A A A C B B B
３．研究開発成果について 2.3 A B A B C A B
４．実用化、事業化の見通しについて 1.7 B B A C D A C
（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 
〈判定基準〉 
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

平均値 
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評点結果〔個別テーマ〕 

超電導電力貯蔵システム（ＳＭＥＳ）の研究開発 

1.6 

2.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

 
平均値 

超電導電力ケーブルの研究開発 

2.0 

2.3 

0.0 1.0 2.0 3.0 

 
平均値 

超電導変圧器の研究開発 

1.7 

2.1 

0.0 1.0 2.0 3.0 

 
平均値  
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超電導機器用線材の研究開発 

2.1 

2.6 

0.0 1.0 2.0 3.0 

 平均値 

超電導電力機器の適用技術標準化 

1.9 

2.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

平均値 
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 
超電導電力貯蔵システム（ＳＭＥＳ）の研究開発 
 １．研究開発成果について 2.0 A B A C C A C
 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.6 A B B D C B C
超電導電力ケーブルの研究開発 
 １．研究開発成果について 2.3 A A A C C A B
 ２．実用化、事業化の見通しについて 2.0 A B B B C B B
超電導変圧器の研究開発 
 １．研究開発成果について 2.1 B B A B C A B
 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.7 B B B C C A C
超電導機器用線材の研究開発 
 １．研究開発成果について 2.6 A A A B B A B
 ２．実用化、事業化の見通しについて 2.1 A B A B C B B
超電導電力機器の適用技術標準化 
 １．研究開発成果について 2.0 A B B B B B C
 ２．実用化の見通しについて 1.9 A B B B C B C

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 
〈判定基準〉 
１．研究開発成果について ２．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

 


